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令和５年度事業計画書 

 

Ⅰ 事業方針 

「新型コロナウイルス感染症」は、徐々に収束の兆しが見えてきたように思われま 

すが、原材料の高騰や人材不足など食品等事業者にとって厳しい状況が続いている。 

このような環境の中で、ひとたび食品事故が発生すれば、社会的影響も大きなもの 

となる。 

さらに、消費者の健康維持のために、食品事故の発生防止、感染症でもあるノロウ 

イルスの拡大防止が最重要事項である。 

当協会においては、根幹事業である食品衛生指導員活動や講習会事業等が大きく制 

限されるなど、協会の組織運営が非常に厳しい状況であったが少しずつコロナ禍以前 

の活動を取り戻しつつある。 

  今後は、国や各自治体、保健所の動向を注視しながら、一昨年６月から完全施行と

なったＨＡＣＣＰに関連する事業をはじめ、従来から実施してきた会員による自主的

衛生管理の徹底、行政当局及び地域の食品衛生協会と連携した衛生講習会等の開催、

指導員による巡回指導並びに消費者への普及啓発等の各種事業を実施することにより、

消費者の食の安全の確保、保健衛生の向上に寄与する。 

 

 

Ⅱ 事業計画 

Ａ 食品衛生責任者・指導員養成・研修事業等 

１ 食品衛生責任者養成講習会の開催 

食品衛生責任者の養成講習会を行政機関の支援及び地域の食品衛生協会との連携に

より県内８会場で開催する。 

また、各種業界団体から個別に依頼があれば、県と協議して食品衛生責任者養成講

習会を開催する。 

さらに、令和３年１０月からスタートしたｅラーニングシステムによる食品衛生責

任者養成講習会も引き続き継続する。 

 

２ 食品衛生責任者研修会の推進 

食品衛生責任者に対する再教育研修会を行政機関の支援を受け、地域の食品衛生協

会と連携して推進する。 
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３ 食品衛生指導員養成講習会の開催 

行政当局の支援を受け、食品衛生指導員辞退者の補充並びに世代交代のために９月 

に開催する。 

 

４ 食品衛生指導員研修会の開催 

食品衛生指導員が最新の衛生知識を取得するための研修会を開催する。 

地区別研修会 … 地域の食品衛生協会と連携して、県内５会場で実施する。 

幹事研修会 …  食品衛生指導員幹事研修会を実施する。（公益社団法人日本食品衛 

生協会特別補助事業） 

  体験発表研修会…金沢市、加賀地区、能登地区のそれぞれ代表の食品衛生指導員の 

方々が日頃の活動について発表する。 

 

５ 全国研修会等への参加 

公益社団法人日本食品衛生協会主催の指導員全国研修会、食品衛生指導員全国大会

の参加者の支援をする。 

東海北陸ブロック大会は７月に名古屋市支部が開催し、さらに全国大会（東京都）

に参加する。 

なお、今年度は東海北陸ブロック大会及び食品衛生指導員全国大会の食品衛生指導

員体験発表会で、石川県代表が発表する。 

 

 

Ｂ 食品衛生向上に関する相談・指導事業 

食品衛生指導員は、県民に安全で衛生的な食品を提供できるように実践活動を行い、 

保健衛生の向上と増進に貢献することを目的として、食品衛生協会活動の中核として 

活動する。 

１ 食品衛生指導員による巡回指導  

（1）公益社団法人日本食品衛生協会特別補助事業の対象となる巡回指導については、

重点指導項目に基づき、年間を通して巡回指導を実施する。 

（2）当協会が指定する巡回指導は、管轄区域の保健所の指導と連携のもとで、担当区

域の施設を１人１回１０施設以上、年間３回以上の巡回指導を実施することを目標と

する。なお、放射温度計、ATPアナライザーを用いた科学的根拠に基づく指導を行

うものとする。 

   巡回指導時に、「食の安心・安全・五つ星事業」参加店の登録判定を併せて行う

ものとする。 

 

 



- 3 - 

 

 

２ 巡回指導の重点指導目標 

（1）公益社団法人日本食品衛生協会特別補助事業の対象となる巡回指導の令和５年度

の重点指導目標は次のとおりである。 

○ ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の定着と振り返り 

（2）当協会の巡回指導の重点目標は、公益社団法人日本食品衛生協会の重点指導目標

のほか、次のとおりとする。 

① 営業許可証の掲示確認 

② ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の確認 

③ 食品衛生講習会の受講記録の確認 

④ 従業員への衛生教育の実施確認 

⑤ 一般的衛生管理の実施状況及び記録の確認 

 （原材料納入時の状況確認、冷却機器の温度確認、トイレの清掃消毒、従業員の健 

康管理、手洗いの実施、等） 

 

３ 相談・助言、現地指導の実施 

（1）新規営業者等に対する相談及び助言、施設の現地指導を実施する。 

（2）現地指導目標 

① 手洗い設備の設置 

② 器具・容器の洗浄設備及び消毒設備の設置 

③ 保管設備（食器棚、原材料保管庫など） 

 

 

Ｃ 食の安全・安心普及推進事業 

１ 食品衛生月間事業 

月間中（８月）、行政機関、食品等事業者及び消費者と協力して次の事業を行う。 

（1）広報活動の実施 

① 報道機関を通じての普及啓発 

② リーフレット、うちわ等の街頭配布による広報活動 

③ ポスター等の一斉掲示 

（2）ATPアナライザーを活用した手洗い講習会による衛生思想の普及向上 

（3）行政機関、消費者及び食品等事業者による懇談会の開催 

（4）食の安全・食育に関する講演会・体験学習会の開催 

（5）子供手洗い教室の開催 

（6）「食品衛生の日」の懇談会の開催 
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２ 普及啓発事業 

（1）食品衛生情報紙の発刊等 

「食協いしかわ」を年２回発刊し、最新の食品衛生関係の情報や協会の活動状況等 

  を提供する。また、食品衛生教育用ビデオ、ＤＶＤ、小冊子の配備・貸出を行う。 

（2）ホームページの活用推進 

食品等事業者はもとより、消費者等にも食品衛生に関する適切な情報を提供し、併 

せて食品衛生協会の活動について理解を得る。 

（3）「食の安心・安全・五つ星事業」の普及推進強化 

「食の安心・安全・五つ星事業」について、広く食品等事業者に普及推進を図り、 

五つ星登録店の拡大を図る。 

また、ＨＡＣＣＰ対応版については、「一般飲食店」「旅館・ホテル」「菓子製造業」 

「食肉販売業」「食肉処理業」を推進する。 

（4）一般消費者を対象に簡易検査機器を活用した衛生思想の普及 

（5）表彰に関する事業 

① 食品衛生の向上に貢献した食品事業者等の表彰及び衛生管理が優秀で他の模範と 

なる施設に対し顕彰（表彰）を行う。 

② 厚生労働大臣、厚生労働省医薬・生活衛生局長、日本食品衛生協会会長、同理事

長、石川県知事等の表彰候補者の推薦を行う。 

（6）許可標識等の掲示への支援 

営業許可を受けた施設に掲示が努力義務となったが、許可標識及び食品衛生責任者 

  標識について、事業者への支援及び掲示の推進を図り、消費者への安全・安心情報を 

提供する。 

（7）月刊「食と健康」の購読者拡大と食品安全活動 

食品衛生指導員委嘱数を目標部数として購読を推進し、指導員の資質の向上及び 

巡回指導等での活用を図る。また、食品関係に携わる方々の参考図書としても購読を 

普及する。本年度の地区別目標部数は別紙のとおりとする。 

 

 

Ｄ 福利厚生事業の推進に関する事業 

食品等事業者は、食中毒など万が一事故を起こした場合、被害にあった消費者等に 

対し速やかに救済（消費者保護）し、その社会的責任を果たす義務があり、その際の 

食品等事業者の賠償責任負担の軽減、経営の安定及び福利厚生を目的に、各種共済の

加入促進に努める。 

１ 賠償共済 

食品営業賠償共済・「あんしんフード君（総合食品賠償共済）」の加入促進および 

補償内容が充実した「スーパーあんしんフード君」への移行を促進するため、食品営 
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業賠償共済加入状況の最適化に取り組む。 

すべての会員がいずれかの賠償共済に加入することを最終目標とし、本年度の賠償 

共済加入者の地区別目標は別紙のとおりとする。 

 

２ 火災共済 

  会員の福利厚生を目的に、火災共済への加入の促進を図る。本年度の火災共済の加 

入口数の地区別目標は別紙のとおりとする。 

 

３ 食協生命共済 

営業者、従業員及びその家族の福利厚生を目的に、加入促進を図る（ジブラルタ生 

命保険会社と団体契約）。 

 

４ 会員の健康管理 

食品取扱者の健康管理の一環として、定期健康診断及び検便の実施に努める。 

 

５  衛生器材等の普及推進 

  石川県食品衛生協会賛助会員の取り扱う食品衛生面で必要な器材等の普及を推進す

る。 

 

 

Ｅ その他の管理・研修事業 

１ 総会、理事会、食品衛生運営協議会、その他の会議等の開催 

 

２ （公社）日本食品衛生協会予算理事会、決算理事会、通常総会、全国支部長会議、 

食品衛生指導員全国大会、厚生労働大臣・日本食品衛生協会会長表彰式、各種研修会 

等への派遣 

 

３ 東海北陸ブロック連絡協議会通常総会、同ブロック支部長・食品衛生指導員部会長・ 

事務局長合同会議、日本食品衛生協会東海北陸ブロック大会等への派遣 

 

４ 北陸３県食品衛生協会合同連絡会議の開催 

 

５ その他、会員の総意に基づく事業 


